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新
庁
舎
整
備
事
業

 

新
庁
舎
整
備
に
つ
い
て
、

今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を

聞
き
た
い
。

 

平
成
28
年
度
は
27
年
度

策
定
し
た
基
本
計
画
に
基

づ
き
、
基
本
設
計
を
行
っ

て
い
く
。
設
計
業
者
選
定

に
つ
い
て
は
公
募
型
プ
ロ

ポ
ー
ザ
ル
方
式
を
と
り
、

４
月
上
旬
か
ら
公
募
を
開

始
し
、
６
月
末
ま
で
に
設

計
業
者
を
選
定
す
る
。
12

月
を
目
途
に
基
本
設
計
案

を
ま
と
め
、
29
年
１
月
か

ら
２
月
に
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ

メ
ン
ト
の
募
集
や
市
民
説

明
会
を
行
い
、
28
年
度
末

ま
で
に
基
本
設
計
を
策
定

し
て
い
く
。
29
年
度
に
は

工
事
発
注
に
向
け
た
実
施

設
計
を
行
う
。

 

市
民
説
明
会
を
12
公
民

館
で
行
う
な
ど
の
検
討
は

し
な
い
の
か
。

 

今
年
度
の
実
施
状
況
を

ふ
ま
え
て
来
年
度
検
討
し

た
い
。

 

庁
舎
に
関
す
る
こ
と
を

総
務
部
に
す
る
理
由
は
。

 

新
庁
舎
建
設
の
庁
舎
管

理
機
能
、
防
災
拠
点
機
能

等
、
総
務
部
で
所
管
す
る

業
務
と
関
連
が
強
く
な
る

た
め
で
あ
る
。

 

市
の
裁
定
に
対
す
る
不

服
申
し
立
て
（
異
議
申
立

て
や
審
査
請
求
）
は
ど
の

程
度
あ
っ
た
の
か
。

 

平
成
18
年
に
２
件
、
21

年
に
２
件
、
23
年
に
２
件
、

26
年
に
１
件
で
あ
る
。

 

ど
の
よ
う
な
不
服
申
立

て
が
あ
っ
た
の
か
。

 

地
方
税
法
に
関
わ
る
課

税
処
分
、
水
道
料
金
、
農

業
集
落
排
水
の
使
用
料
、

情
報
公
開
の
請
求
に
関
す

待
で
き
る
。

渋
沢
栄
一
翁
顕
彰
事
業

 

３
０
０
万
円
の
減
額
の

内
容
は
。

 

予
算
６
０
０
万
円
で

17
号
バ
イ
パ
ス
に
２
基
の

案
内
標
識
の
設
置
を
予
定

し
て
い
た
が
、
許
可
が
下

り
な
か
っ
た
。
既
存
の
案

内
標
識
の
点
検
・
修
繕
、

中な

か

ん

ち

の
家
及
び
尾
高
邸
に
案

内
板
の
設
置
、
尾
高
邸
に

火
災
報
知
器
の
設
置
等
を

行
い
、
不
用
額
３
０
０
万

円
を
減
額
し
た
。

老
人
保
護
措
置
事
務
費

 

平
成
28
年
度
か
ら
松
寿

園
が
な
く
な
る
が
、
措
置

国
保
会
計
繰
入
金
減
額

 

国
民
健
康
保
険
特
別
会

計
の
法
定
外
繰
入
金
の
減

額
理
由
は
。

 

低
所
得
者
対
策
で
国
な

ど
の
繰
入
金
が
１
億
５
千

７
百
万
円
増
額
に
な
っ
た

一
方
で
、
法
定
外
繰
入
金
が

３
億
８
百
万
円
減
額
と
な

り
、
総
額
で
１
億
５
千
万

円
の
減
と
な
っ
た
。

上
武
絹
の
道

　

運
営
協
議
会
負
担
金

 

上
武
絹
の
道
運
営
協
議

会
と
は
。

 

世
界
遺
産
に
関
連
す
る

施
設
が
あ
る
富
岡
市
、
伊

勢
崎
市
、藤
岡
市
、安
中
市
、

下
仁
田
町
、
熊
谷
市
、
本

庄
市
、
深
谷
市
が
絹
を
テ
ー

マ
に
し
た
広
域
観
光
を
推

進
す
る
た
め
設
立
し
た
。

 

事
業
内
容
と
利
点
は
。

 

著
名
人
を
活
用
し
、
Ｄ

Ｖ
Ｄ
・
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
を

作
製
す
る
。
深
谷
市
に
観

光
客
が
増
え
る
こ
と
が
期

緊
急
自
動
通
報
装
置

 

新
た
に
日
中
ひ
と
り
暮

ら
し
の
高
齢
者
が
対
象
と

な
っ
た
が
、
周
知
方
法
は
。

 

広
報
や
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、

７
月
に
毎
戸
配
布
す
る

リ
ー
フ
レ
ッ
ト
等
で
行
う
。

３
月
１
日
委
員
会
終
了
後
、

通
信
指
令
台
の
入
れ
替
え

の
説
明
を
受
け
た
。

消
防
通
信
指
令
事
業

約
４
億
６
３
０
０
万
円

■
消
防
指
令
セ
ン
タ
ー
が

よ
り
高
機
能
に

　

消
防
指
令
セ
ン
タ
ー
は
、

各
種
災
害
か
ら
市
民
の
生

命
や
財
産
を
保
護
す
る
た

め
の
中
枢
で
あ
る
。
最
新

の
通
信
技
術
の
導
入
に
よ

り
、
現
場
を
素
早
く
特
定

で
き
、
災
害
受
付
時
間
の

短
縮
が
図
ら
れ
る
。
ま
た
、

Ｇ
Ｐ
Ｓ
機
能
を
活
用
す
る

こ
と
で
、
現
場
到
着
時
間

が
短
縮
さ
れ
る
。
運
用
開

循
環
型
地
域
資
源
開
発

 

地
方
創
生
先
行
型
事
業

の
一
つ
と
し
て
企
業
版
ふ

る
さ
と
納
税
を
推
進
す
る

た
め
の
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

費
に
つ
い
て
、
詳
細
を
聞

き
た
い
。

 
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税

は
、
企
業
が
自
治
体
に
寄

附
を
す
る
と
、
寄
附
額
の

６
割
が
税
額
控
除
等
、
優

遇
措
置
さ
れ
る
。
企
業
か

ら
の
寄
附
金
を
募
る
た
め

来
年
度
よ
り
準
備
を
行
う
。

プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
に
つ
い

て
は
チ
ラ
シ
の
作
成
や
、

対
象
と
な
る
市
の
事
業
Ｐ

Ｒ
等
を
考
え
て
い
る
。

新
庁
舎

ふ
る
さ
と
納
税

見
守
り

平
成
27
年
度 

補
正
予
算

総
務
委
員
会
視
察

改
正 

行
政
組
織
条
例

制
定 

行
政
不
服
審
査
会
条
例

 

通
報
用
機
器
の
リ
ー
ス

料
に
つ
い
て
、
一
部
自
己

負
担
と
な
る
よ
う
だ
が
。

 

詳
細
は
開
始
時
期
の
７

月
頃
ま
で
に
決
定
を
予
定

し
て
い
る
。

始
は
平
成
29
年
３
月
を
予

定
し
て
い
る
。

 

協
働
推
進
部
に
男
女
共

同
参
画
に
関
す
る
こ
と
を

加
え
た
の
は
な
ぜ
か
。

 

地
方
総
合
戦
略
等
に
お

い
て
地
方
創
生
の
重
要
施

策
と
し
て
男
女
共
同
を
位

置
付
け
て
お
り
、
よ
り
一

層
推
進
す
る
た
め
、
条
例

上
明
確
に
定
め
た
。

る
処
分
に
対
す
る
不
服
で

あ
る
。

 

不
服
申
立
て
に
対
す
る

対
応
は
。

 

ほ
と
ん
ど
の
不
服
申
立

て
に
対
し
て
は
、
却
下
あ

る
い
は
棄
却
と
な
っ
て
い

る
が
、
情
報
公
開
請
求
に

関
す
る
処
分
に
対
す
る
不

服
申
立
て
は
、
深
谷
市
情

報
公
開
審
査
会
で
は
、
一

部
容
認
と
い
う
結
論
に

な
っ
た
。

　

法
の
改
正
に
伴
い
、
深
谷
市
行
政
不
服
審
査
会
の
組
織

及
び
運
営
に
関
し
て
定
め
る

行
政
組
織
を
見
直
し
、
部
の
分
掌
事
務
を
改
め
る

【国の法律】
　平成 26 年 6 月
　行政不服審査法の全部改正
　　国の法律の改正に伴い、
　　右記の条例が改正となった。

【市の条例】
　行政不服審査会条例
　行政不服審査法関係手数料条例
　情報公開条例の一部改正
　個人情報保護条例の一部改正
　固定資産評価審査委員会条例の一部改正

の
問
題
は
。

 

養
護
老
人
ホ
ー
ム
に

措
置
さ
れ
て
い
る
人
数
は

年
々
減
少
し
て
い
る
。
今

後
は
、
定
員
に
余
裕
が
あ

る
岡
部
ビ
ー
ラ
に
措
置
し

て
い
く
。

消
防
車
両
購
入
事
業

 

消
防
車
両
の
更
新
年
度

は
決
ま
っ
て
い
る
の
か
。

 

車
両
年
次
整
備
計
画
で

決
め
ら
れ
て
い
る
消
防
ポ

ン
プ
車
は
15
年
だ
が
、
20

年
に
。
化
学
車
は
20
年
だ

が
25
年
に
見
直
し
た
。

平成２８年度　一般会計予算
総額　約481億 2,863 万円

歳出 歳入

民生費
42％

交付税・交付金・
地方譲与税 22％

土木費
15％

市税
38％

市債
10％

国庫・県支出金
22％

民生費
42％

交付税・交付金・
地方譲与税 22％

土木費
15％

議会費 0.6％

市税
38％

市債
10％

国庫・県支出金
22％

労働費 0.2％ 衛生費 8％

予備費 0.1％
公債費 6％

商工費 1％
農林水産業費 2％

教育費 9％ 繰入金 1％

分担金・負担金・
使用料等 4％

消防費 5％

総務費 11％
その他収入 4％
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